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論文内容の要旨
I 強制執行は、一種の訴訟手続の形態で行なわれるが、判決手続とは異なり、直接に実体上の請求
権の戴見を目的とし、執行手続の進行とともに新たな実体関係を関係者聞に形成しつつ、それら実体
関係の複合が執行目的の達成に導ぴく。そのため、強制執行にかんしては、実体私法と手続法の交錯
する局面が多く、その中間領域的な性格のゆえに、従来、学問的な研究の対象とされることが少なか
った。本論文は、それらの局面の若干をとらえ、それぞれについて個別的な検討を加えたものである。
全体として計10篇の個別研究より成り、そのうち 4 篇(第 1 章ないし第 4 章)は、執行関係訴訟にか
んするものであり、他の 6 篇(第 5 章ないし第10章)は、強制執行手続にかんする。
I 各種の執行関係訴訟は、強制執行にかんし実体関係と執行関係の不斉合が存する場合にそれを判
決手続によって是正、調整しようとする趣旨において共通するものをもっ。
しかし、強制執行の基礎をなす債務名義として現行法が原則的に予定するものは、それじたい判決
手続の結果たる給付判決にほかならず、この点から先行の給付訴訟と執行関係訴訟の関係が問題とな
るし、また、現行法上の執行関係訴訟は法的救済を求める主体や原因に従いアクチオ法的に法的手段
を併列する建てまえをとっているので、この点から各種の執行関係訴訟相互間の関係づけが問題とな
る。本論文第 1 章、第 2 章は、前者の問題を、また、第 3 章、第 4 章は後者の問題をとり上げている。
(1) 第 1 章においては、長期にわたる訴訟物論争の経過においてこれまで死角におかれてきた請求
異議訴訟の訴訟物を追求した。現行規定の基礎に、実体上の請求権に対する実体上の各種の異議事
由じたいを訴訟物とみるという強制執行の私法的理解が存したことを明らかにし、これを不充分に
修正しつつ法的効果の次元で訴訟物を把握せんとする種々の学説がいずれも満足すべき理論的解明
を与えていないことを指摘するとともに、強制執行の公法的把握に沿って請求にかんする異議を特
定の債務名義に基づく強制執行に対する訴訟上の異議請求と解し、原告たる債務者が特定の債務名
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義につき執行力の排除を求めうる地位にあるとの法的主張を請求異議訴訟の訴訟物とみる単一的構
成が正当であることを明わかにしたつえ、この立場から手続上の個別問題の解明を試みた。
(2) これに引きつづき、第 2 章では、既判力の標準時後になされた俸務者の実体上の形成権の行使
によって執行債権が消滅する場合につき、これを請求異議の事由となしえないと説く現時の通説を
批判し、通説の示す諸論拠がいずれも首肯するに足らず、その帰結が不当に実体法と訴訟法の規整
の聞にくい違いを生ぜしめる難点をふくむことを明らかにし むしろ大審院判例のとっていた積極
説を維持しつつ補充的考慮、によって妥当な処理が得られることを論証した。
(3) 執行関係訴訟のアクチオ法的構成に対する疑惑は、請求異議訴訟と執行文付-与にかんする訴訟
との関係について最も著しい。
とくに、執行文付与の訴において被告たる債務者が請求異議の事由を抗弁として主張することが
許されるかどうかについて積極、消極の両説が対立し、また、請求異議の訴の原告たる債務者が条
件成就なり承継にかんする異議を執行文付与に対する異議の訴の併合提起によらないで請求異議の
ひとつの事由として主張できるかどうかについても、見解が分れる。本論文の第 3 章は、この問題
をとり上げ、積極説の立場が執行交付与の許否の問題をその債務名義による強制執行の許否の問題
と不当に等置し、あるいはきらに実体上の給付義務の存否の問題と混治せしめている点で、現行法
における基本的な建てまえとしての債務名義と執行鳥文による執行要件の二段構成と適合せず、解釈
論の限界を逸脱していることを指適した。
(4) 第 4 章においては、譲渡担保の目的物を担保設定者の一般債権者が差し押えた場合に譲渡担保
権者は第三者異議の訴によって救済を求めうるか、それとも優先弁済の訴によるべきかという民法
学者、民訴法学者の聞に顕著な見解の対立がみられる問題をとり上げ、譲渡担保権者の救済を優先
弁済の訴に制限する説の理論的欠陥を衝き、それが実際上も譲渡担保権の機能を確保するに必要な
ものを与えることができず、かつ社会経済的にも好ましくない結果を生ずることを明らかにすると
ともに、第三者異議説に充分な理由があること、および、設定者破産の場合における譲渡担保権者
の取扱とは別様の考慮、がここでは必要で、あることを主張した。
皿 強制執行手続における実体私法と手続法の交錯も、種々の局面において多彩な様相を示す。強制
執行にかんする制度であるにもかかわらず実定法の構成では民法典中に規定がおかれている債権者取
消権につき、その訴訟による行使と執行手続との架橋が問題となるし(第 8 章)、民法典と民事訴訟法
典に規定が分れている作為、不作為執行についても、未解決の問題が多い(第10章)。
執行手続に属する行為でありながら実体上の法的効果を生ずる換価としての競売の法的It'nは最も
困難な問題であり(第 5 章)、換価による売得金の配当のための手続と本来の執行手続との区別と連関
(第 6 章)および執行の実効性の要求と執行対象の利用者の利益との矛盾を露呈する競落不動産引渡
命令の性質(第 9 章)も解明を必要とし、現実の取引手段の新たな展開に併ない新しく生起した問題
のひとつとして、割賦販売の目的物ないしその所有権取得期待権に対する執行の問題(第 7 章)があ
る。本論文の後半では、上記の諸点を取り上げている。
(1) 強制執行の私法的理論構成からの脱皮、公法的理論構成の浸透が著しいなかで、甚だ不安定な
理論状況のまま放置されてきた基本問題として、換価たる競売の法的性質をめぐる論議がある。第
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5 章では、これをとり上げ\公法的理論構成の可能性と限界を追求した。とくに、従来の見解が実
定法上与えられた競売の制度的構成の内容を充分に分析しないまま、伝統的な公法、私法の峻別を
前提として単純に競売は私法上の売買か公法上の処分かという択一的設聞のかたちで問題を論じ来
ったことの不当を明らかにし、むしろ、競売には実体法理の適用されるべき実体面と手続法理に従
うべき手続面とが併存し、具体的な問題点の実質内容により両法理を使い分けることによって妥当
な帰結を導ぴくべきことを主張した。
(2) 第 6章では、強制執行の一段階たる配当手続について、それが執行手続の他の段階におけると
同じような執行関係のほかに、配当財産からの各自の請求権の可及的多額の満足をめぐって競合す
る執行債権者相互間の関係(配当関係)を観念上区別すべきことを提唱し、配当手続の複合的性格
の認識仁基づいて、配当手続における執行債務者の地位、配当表作成にかんする手続上の不服、お
よび配当手続と配当異議訴訟の連系の問題を論じた。
(3) 第 7 章では、割賦販売の盛行に伴ない生じた強制執行法上の問題として、割賦売主が自己に所
有権を留保した割賦販売の目的物を差し押えることができるか、また、その換価にあたって目的物
を自ら取得することができるかという点、および\割賦買主の一般債権者が目的物につき割賦買主
の有する所有権取得期待権に対し賦払完了前に強制執行をすることができるか、またその執行方法
はどうかという点を取り上げて、ドイツにおける盛んな論議の内容を紹介し、これに付随してわが
法の解釈としても、第一の点につきいずれも積極に解すべく、第二の点についても、執行裁判所の
差押・換価命令による権利執行の方法によるべきことを主張した。
(4) 第 8 章では、民法第 424条の規定する債権者取消権はその行使により債務者の責任財産を保
全してこれに対する債権者の強制執行を準備するための制度にほかならぬとの明確な認識の上に立
って、現在の判例・学説によって与えられている債権者取消訴訟の内容がこの制度目的に適合する
ものであるかどうかを検討した。とくに、学者がおおむね承認に傾いている判例上の相対的取消の
理論が、実は、詐害行為により移離された財産の執行対象適格を回復せしめるに足らず、わずかに
手続構造の間隙をついて適格の欠如が表面に露呈するのを妨げるだけの意味しかもたないことを指
摘するとともに、むしろ、強制執行の準備は移離された財産の帰属の復元によってではなしに、直
裁に財産の責任だけの復元によるをもって必要かつ充分とし、取消訴訟は詐害行為によって生じた
財産帰属の否定を求めるものではなく、財産責任の変動のみを遡って消滅きせて執行の可能性を聞
く判決を求める責任訴訟であると解することによって、最も適合的に制度目的を達成しかっ詐害行
為の効力の否定による取引安全への影響を最小限にくいとめる妥当な結果に到りつることを論じた。
(5) 競落不動産引渡命令については、その機能が強制執行の実効性を左右する反面、債務者ないし
居住者にとっては生活の基盤を奪うことになる点で、深刻な利害の錯綜に裏づけられた多数の判例
相互間の混乱がみられるが、これにかんする学者の論究は皆無で、あった。本論文第 9 章は、これを
取り上げ、とくに、競落不動産引渡命令を単純に不動産執行上の執行処分にすぎぬとみてきた大審
院判例の不当を明らかにし、引渡命令は競売における売主たる執行債務者が買主たる競落人に対し
て負担する実体上の売買目的物引渡義務を宣言して引渡執行の基礎たらしめる純然たる債務名義で
あることを論証し、この立場から引渡命令をめぐる諸問題の正当な解決を見出しうることを主張し
た。
(6) 作為・不作為債権の強制執行は、民法と民訴訟に規定が分れその内容も甚だ簡単で、あって、従
来の研究成果も非常に乏しい。
本論文の第 10 章は、これを全面的に対象とし とくに、代替執行・間接強制・意思表汀執行の
特質の解明と個別的問題点の指摘につとめた。
論文の審査結果の要旨
I 強制執行は、一種の訴訟手続の形態で行なわれるが、判決手続とは異り、直接に実体上の請求権
の実現を目的とし、執行手続の進行とともに新たな実体関係を関係者間に形成しつつ、それら実体関
係と手続関係の複合が執行目的の達成へと導くものである。そのため、強制執行に関しては、実体私
法と手続法の交錯する局面が多く、その中間領域的な性格の故に、従来、学問的な研究の対象とされ
ることが少なかった 本論文は、それらの重要な局面のいくつかをとらえ それぞれについて理論上
および、実際上の観点から、個別的な検討を加えたものである。全体として計10篇の個別研究より成 f) 、
そのうち 4 篇(第 1 章ないし第 4 章)は、執行関係訴訟に関するものであり、他の 6 篇(第 5 章ない
し第10章)は、強制執行手続に関するものである。
本論文が採っている方法論的立場は、利益較量の立場から、理論と実務との架橋を計って妥当な結
論を引き出していることである。
1 各種の執行関係長脂公は、強制執行に関し実体関係と執行関係の不斉合が存する場合にそれを判決
手続によって是正しょっとする趣旨において共通しているものをもっている。
しかし、強制執行の基礎をなす債務名義として現行法が原則的に予定するものは、それ自体判決手
続の結果たる給付判決にほかならず、この点から先行の給付訴訟と執行関係訴訟の関係が問題となる
し、また現行法上の執行関係訴訟は法的救済を求める主体や原因にしたがい法的手段を並列する建て
まえをとっているので、この点から各種の執行関係訴訟相互間の関係が問題となる。本論文、第 1 章、
第 2 章は、前者の問題を、第 3 章、第 4 章は後者の問題をとり上げている。
(1) 第 l 章においては、従来の訴訟物論争において理論上等閑に付されてきた請求異議訴訟の訴訟
物が追求されている。現行規定の基礎に、実体上の請求権に対する実体上の各種の異議事由自体を
訴訟物とみるという強制執行の私法的理解が存したことを明らかにし、これを不充分に修正しつつ
法的効果の次元で訴訟物を把握せんとする種々の学説がいづれも満足すべき理論的解明を与えてい
ないことを指摘するとともに、強制執行の公法的把握に沿って請求に関する異議を特定の債務名義
に基づく強制執行に対する訴訟上の異議請求と解し、原告たる債務者が特定の債務名義につき執行
力の排除を求めうる地位にあるとの法的主張を請求異議訴訟の訴訟物とみる単一的構成が正当であ
ると主張したうえ、この立場から手続上の個別問題の解明を試みている。
請求異議訴訟の訴訟物を特定の債務名義の執行力を排除する地位であるとし、異議原因としての
実体上の請求権の存否について既判力が及ばないとすると、請求異議訴訟で争われた実体法上の異
円/』
議事由をめぐって訴訟がむし返される可能性がある点て\疑問を残している。もっとも、本論文は、
そのような結果をさげるために 訴訟上の信義則を持ち出しているが いまだ十分納得せしめると
ころまではいっていない。
(2) 第 2 章では、既判力の標準時後になきれた債務者の実体上の形成権の行吏によって執行債権が
消滅する場合につき、これを請求異議の事由となしえないと説く現時の通説を批判し、通説の示す
諸論拠がいづれも首肯するに足らず、その帰結が不当に実体法と訴訟法の規整の聞にくい違いを生
ぜしめる難点をふくむことを明らかにし、むしろ請求異議の原因がいつ生じたかは、つねに、実体
法の規整するところに従い、執行力ある請求権がいつ変更消滅したかによって決すべきであり、そ
の時期が既判力の標準時より後であるかぎり、執行債務者の請求異議を許すべきものであって、請
求権の変更・消滅が執行債務者のかねてから有していた形成権の行使によって生ずる場合だけを例
外的に取扱う理由はないとする大審院判例のとっていた積極説が正当であることを論証している。
実体法上の権利の実現手続としての強制執行の目的に適合した理論構成がなされており、説得力
のあるよくまとまった論干高である。
(3) 執行文付与の訴において被告たる債務者が請求異議の事由を抗弁として主張することが許され
るかどうかについて、積極・消極の両説が対立し、また、請求異議の訴の原告たる債務者が条件成
就なり承継に関する異議を 執行文与に対する異議の訴の併合提起によらないで請求異議の一つの
事由として主張できるかどうかについても、見解が分れる。本論文の第 3 章は、この問題をとり上
げ、積極説の立場が執行文付与の許否の問題をその債務名義による強制執行許否の問題と不当に等
置し、あるいはさらに実体上の給付義務の存否の問題と混j肴せしめている点で、現行法における基
本的建てまえとしての債務名義と執行文による執行要件の二段構成と適合せず、解釈論の限界を逸
脱していることをf旨州している。その上で、通説たる法条競合説が無理な理論構成によって達成し
ようとしている結果を、同ーの事実が請求異議事由と執行文付与に対する異議事由との両方にまた
がることはないことを明確にすることによって理由づけている点に本論文の大きな意義がある。
(4) 第 4 章においては、譲渡担.保の目的物を担保設定者の一般債権者が差し押えた場合に譲渡担保
権者は第三者異議の訴によって救済を求めうるか、それとも優先弁済の訴によるべきかという問題
を採り上げ、譲渡担保権者の救済を優先弁済の訴に制限する説の理論的難点を、譲渡担保において
は物の所有権は対外的に譲渡担保権者に移転しているとの通説的見解を是認する限り何故第三者異
議の訴が許きれないのか 間接占有でも第三者異議の訴が提起できるとされているのに、譲渡担保
権者に何故第三者異議の訴が許きれないのか、といっ観点から問題とすることにより、それが実際
上も譲渡担保権の機能を確保するに必要なものを与えることができず、かつ社会経済的にも好まし
くない結果を生ずることを明らかにするとともに、第三者異議説に充分な理由があること、および、
設定者破産の場合における譲渡担保権者の取扱とは別様の考慮、がここでは必要で、あることを主張し
ている。
もっとも、本論文以後の判決や学説の動きは、譲渡担保を一種の担保物権として把握し、譲渡担
保設定者の一般債権者が譲渡担保の目的物を差し押えた場合には、譲渡担保権者は優先弁済の訴に
制限されるとし汁方向を歩んでいるが、本論文は、そのような見解がもっている実際上の問題点を
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明確に指摘したことによって、判例や学説の発展に大きな寄与をしたものと評価できる。
I 強制執行手続における実体私法と手続との交錯も、種々の局面において多彩な様相を示すが、本
論文の第 5 章ないし第10章は、この問題を取扱っている。
(1) 強制執行の私法的理論構成からの脱皮、公法的理論構成の浸透が著しいなかで、錯雑した理論
状況にあるのは、換価たる競売の法的性質の問題である。本論文の第 5 章は、この問題をとりあげ
ている。本論文は、従来の見解が、公法、私法のIII変別を前提として単純に競売は私法上の売買か公
法上の処分かという択一的設問のかたちで問題を論じてきたことの不当を主張して、むしろ競売に
は実体法理の適用されるべき実体面と手続法理に従うべき.手続面とが併存し、具体的な問題点の実
質内容により両法理を使い分けることによって妥当な帰結を導びくことを主張している。もともと
公法と私法の区別は、法たる個々の規範についていうのであって、一個の法典または単一の名称の
もとに包括きれている規範の集合全体についていうものではないから、本論文の l治旨は、その点か
らもiE当なものであるといえる。
(2) 第 6 章では、強制執行の一段階たる配当手続について、それが執行手続の他の段階におけると
同じような執行関係のほかに、配当財産からの各自の請求権の可及的多額の満足をめぐって競合す
る執行債権者相互間の関係(配当関係)を観念上区別すべきことを提唱し、配当手続の複合的性格
の認識に基づいて、配当手続における執行債務者の地位、配当表作成に関する子続上の不服、およ
び配当手続と配当異議訴訟の関連の問題が論ぜられている。配当手続は、その実際上および埋論上
の大きな意義にもかかわらず、十分な研究がなきれていない分野であるが、本論文は配当手続の性
格に対して研究上の視角を切り開いたものといえる。
(3) 第 7 章では、割賦販売の盛行に伴ない生じた強制執行法上の問題として、割賦売主が自己に所有
権を留保した割賦販売の目的物を差し押えることができるかという点、および\割賦売主の一般債権
者が目的物につき割賦買主の有する所有権取得期待権に対し賦払完了前に強制執行をすることがで
きるか、またその執行方法はどうかという点をとり上げて、 ドイツにおける論議の内容を紹介し、
わが国の法の解釈としても、第一の点についても積極に解すべく、第二の点についても、執行裁判
所の差押・換価命令による権利執行の方法によるべきことを主張している。
期待権は所有権留保の場合に限られず、条件付権利など広く存在し、私法上重要な意味をもって
いる。本論文は、期待権の強制執行の問題について、所有権留保に関して新分野を開拓したものと
して高く評価することができる。
(4) 第 8 章では、民法 424条の規定する債権者取消権は、その行使により債務者の責任財産を保全
してこれに対する債権者の強制執行を準備するための制度に他ならないという認識の上に立って、
現在の判例・学説によって与えられている債権者取消訴訟の内容がこの制度目的に適合するもので
あるかどうかを検討している。とくに、学者がおおむね承認に傾いている判例上の相対的取消の理
論が、実は詐害行為により移離きれた財産の執行対象適格を回復せしめるに足らず、わずかに手続
構造の間隙をついて適格の欠如が表面に露呈するのを妨げるだけの意味しかもっていないことを指
摘するとともに、むしろ、強制執行の準備は移離された財産の帰属の復元によってではなしに、直
裁に財産の責任だけの復元によるをもって必要かつ充分とし、取消訴訟は詐害行為によって生じた
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財産帰属の否定を求めるものではなく、財産責任の変動のみを遡って消滅させて執行の可能性を開
く判決を求める責任訴訟であると解することによって、最も制度目的を達成しかっ詐害行為の否定
による取引安全への影響を最小限にくいとめる妥当な結果に到りうることを論じている。
本論文によって従来の責任説がもっていた理論上および実際上の問題点の多くが解明され、責任
説の大きな発展が見られたということができる。もっとも詐害行為取消権が強制執行の制度である
とする責任説の基本的立場そのものについては、詐害行為取消権の要件として、受益者および転得
者の詐害意思ゐf要求されていることとの関係で、問題の余地は残されている。
(5) 競落不動産引渡命令については、その機能が強制執行の実効性を左右する反面、債務者ないし
居住者にとっては生活の基盤を奪うことになる点て\深刻な利害の錯綜に裏けられた多数の判例相
互聞の混乱がみられるが、これに関する学者の論究は皆無であった。本論文第 9 章は、これを取り
上げ、とくに、競落不動産引渡命令を単純に不動産執行上の執行処分に過ぎぬとみてきた大審院判
例の不当を明らかにし、引渡命令は競売における売主たる執行債務者が買主たる競落人に対して負
担する実体法上の売買目的引渡義務を宣言して引渡執行の基礎たらしめる純然たる債務名義である
ことを論証し、この立場から引渡命令をめぐる諸問題の正当な解決を見出しうることを主張してい
る。
(6) 作為・不作為債権の強制執行は、民法と民訴法に規定が分れその内容も甚だ簡単で、あって、従
来の研究成果も非常に乏しい。本論文の第10章は、これを全面的に対象とし、とくに、代替執行・
間接強制・意思表示執行の特質の解明と個別的問題点の指摘がなきれている。
とりわけ、意思表示を命ずる判決を形成判決と解する見解の理論上の欠点を突き、給付判決と解
する見解の正当きを論証するとともに、意思表示執行の特質が明確にされている。
以上、本論文は、強制執行法の理論における未開拓の分野を、多くの独創的理論によって開拓し、
わが国の強制執行法の理論の発展に寄与したところが大きく、論者に法学博士の学位を授与するに十
分な価値をもつものと認める。
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